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第葉7回原産年次大会

〔基調〕　低経済成長下における原子力産業の課題

　原子力産業は，昨今の低成長経済下にあって様々な課題を抱えている。、

　石油代替エネルギー源の中核としての原子力発電は，実用化の進展につれて

縫済社会に果たす役割を一層大きなものとしている。軽水炉の定着・高度化を

機軸とした原子力産業の活性化は課題解決への焦点であり，あわせて経済的優

位性維持のための原子力発電のコスト低減も宮昆一体となって解決しなければ

ならない課題となっている。

　原子力施設立地の円滑な促進を図る観点からは，パブリックアクセプタンス

の推進もいぜん大きな課題であり，関係者の地道な対応が求められている。

　また新しい情勢に対応して，核燃料サイクル，とりわけバックエンド分野に

おける開発方策の見直しを行う必要がある。

　また，わが国の置かれた国際的立場から開発途上国をはじめとする海外諸国

との原子力国際協力がさまざまな分野で要請されており，それぞれのエーズに

含致した効果的な対応が期待されている。

　第17圓原産年次大会はこうした状況を踏まえ「低経済成長下における原子力

産業の課題」を基調テーマとして開催する。
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第17圓原産年次大会プログラム

　　　　　　〈総括プログラム〉

第1日 第2日 第3日

3月13日（火） 3月14目（水） 3月15日（木）

開会セッシ謹ン セッション2 セッシ観ン4

（9：30～10：40） （9：30～12：00） （9：30～12：30）

午 大会準備委員長挨拶 「原子力産業の活性化」 「原子力国際協力の新

原産会長所信表明 段階」

原子力委員長所感 〔講　　演〕

前 〔パネル討論〕

・セッション毛

（午前ユ0：45～12：00）

（午後14：00～17：30） 午　餐　会 セッシ翻ン5

「エネルギー問題の将来動向 （　12　：20～14：15　） （　14　：00～17　：00　）

と原子力の役割」 通商産i業大臣所感 「原子力パブリックアクセプ

〔特別講演〕 タンス上の諸側面」

〔講　　演〕 於　ホテル。オークラ
午

原子：力映画上映 〔講　　演〕

（　13　：00～14　：10　）

於　ニッショーホール

セッション3

（　14　：30～17　：30　）

「核燃料サイクルバックエン
後

ドの開発戦略」

〔パネル討論〕

レセプション

（　18　：30～20　：00　）

於　ホテル・オークラ
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3月哩3日（火）

　9　　30

　9　　50

10　　20

　　　開会セッション（9：30～10：40）

議長：平岩外四　東京電力㈱社長

大会準備委員長挨拶　　成　田　　　浩　　（財）電力中央研究所理事長

原産会長所信表明　　有　澤　廣　巳　　日本原子力産業会議会長

原子力委員長所感　　岩動道行　　原子力委員会委員長，科学技術庁長官

セッション1「エネルギー問題の将来動向と原子力の役割」（10：45～18：00）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．〔講演セッション〕

　　　　　議　長　　　吉　田　　　登　　　動力炉・核燃料開発事業団理事長

10：45　「チェコスロバキアにおける原子力開発の重要性と展望」

　　　　　　　　　　　　S。ハーベル　　　チ諏コスロバキア原子力委員会委員長

11：15　「フランスの原手力発電計画一一石油危機から10年」

　　　　　　　　　　　　G。ルノン　　　フランス原子力庁長官

　　　　　　　　　　　　　く休　憩　12：00～　14：00＞

　　　　　議長　 阿部栄夫富士電機製造㈱社長

14：00　「中国の原子力開発と国際協力」

　　　　　　　　　　　王　澄　　　昌　　　中国原子力工業省科学技術委員会副委員長

14：30　、「アメリカにおける原子力産業の展望」

　　　　　　　　　　　W。B．ベンキー　アメリカ・原子力産業会議会長

　　　　　議長　 岡部　實　日本原子力発電㈱社長

15：15　「日本のエネルギー政策における原子力の役割」

　　　　　　　　　　　生田豊朗　剛日本エネルギー経済研究所理事長

16：00　「アメリカの原子力政策」

　　　　　　　　　　　　S。ブリューワー　　アメリカ・エネルギー省原子力担当次官補
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16　45　「西ドイツのエネルギー問題と原子力発電開発の展望」

　　　　　　　　　　　G。レーア　　　　西ドイツ研究技術省エネルギー研究技術局長

レセプション　　　（18：3⑪～2000）

　　　ホテル・新川クラ別館曙の間

3月14日（水）

セッション2「原子力塵業の活性化」　（9：30～12：00）　〔講演セッション〕

　　　　　議長　原谷敬吾　北陸電力㈱取締役会長

　9：30　「原子力発電への期待」

　　　　　　　　　　　山　口　恒則　　四国電力㈱取締役会長

10：00　「INPOと原子力産業の活性化」

　　　　　　　　　　　E．ウィルキンソン　　アメリカ・原子力発電運転研究協会（INPO）理事長

10：30　「フランスのPWR運転経験」

　　　　　　　　　　　B．メクロー　　　国際発送配電事業者連盟（UNIPEDE）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス電力庁原子力安全運転部部長

　　　　　議　長　　　佐　波正一　　東京芝浦電気㈱社長

11100　「原子力機器産業の課題と展望」

　　　　　　　　　　　末永聡一郎　　三菱重工業㈱社長

11：30　「建設面からみた原子力発電」

　　　　　　　　　　　大　崎順彦　　清水建設㈱副社長
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午餐会（12：2⑪～14：15）

　　　　　　〈ホテル・三口クラ別館　曙の間〉

　　　　　　通商産業大臣所感

　　　　　　〔特別講演〕　「分散と収敏」

　　　　　　　　　　　　　加　藤　秀　俊　学習院大学教授

r　　　　　｝　剛　　　　…皿…㎜凹｝鰍　　　　　｝㎜　　　　　　 u
　　　　　原子力映画上映　（13：⑪O～14：1⑪）　　　　　11

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　〈ユッショーホール＞　　 1

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
！　　　　　　　1．　日本の原子力開発利用（科学技術庁，27分）　　　　　　　　　　　　　　　　．l

l　　，．、み巌。駈＿欄。刈囎子力嬬所1三門鰹顯＿　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東京電力，2学分）　　　　　l

l　　・．。ラン痢鯉の・・年（C・GEMA，16分）　　　　　　1
L＿＿＿＿＿＿。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿』

セッション3r核燃料サイクルバック諜ンドの開発戦略』《褐：3⑪～1ア：3⑪）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔パネルセッシ罵ン〕

　　　　　議長　高島洋一　埼玉大学教授

　　　　　〔基調講演〕

　　　　　　　「・世界のバックエンド開発戦略」

　　　　　　　　　　　S。M．ストーラー．ストーラー社社長

　　　　　〔パネル討論〕　（五十音順）

　　　　　上記発表者のほρ＞

　　　　　　　　　　　C。アイソベリ　　　フランス・COGEMA再処理担当理事

　　　　　　　　　　　植松邦彦　動力炉・核燃料開発事業団理事

　　　　　　　　　　　豊　田　正敏　　東京電力㈱常務取締役

　　　　　　　　　　　W，マーシャル　　イギリス中央電力庁総裁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一6一



K．ヤンベルグ

G．レーア

K，0．ローオン

西ドイツ・GNS社社長

西ドイツ研究技術省エネルギー研究技術局長

アメリカ・エネルギー省原子力局使用済燃料管理。

再処理システム部長

3月明5El《木）

セッション鴫「原子：力團際協力の新段階」　（9：3⑪～12：3⑪）〔パネルセッション〕

　　　　　議　長　　　村　田　　　浩　　　日本原子力産業会議国際協力センター運営委員長

　　　　　〔基調講演〕

　　　　　　　「これからの国際協力の課題」

　　　　　　　　　　　島　村　武　久　　　原子力委員会委員

　　　　　〔パ宗ル討論〕　（五十音順）

天　野　　　昇

鄭　　根　　護

C。ベレツ臥オコーン

堀　内　昭　雄

G．ボ　ン

L。マンツィング

M。リドワン

日本原子力研究所副理事長

韓国電力技術㈱社長

国際原子力機関技術協力担当事務次長

科学技術庁長官官房審議官

カナダ原子力公社筆頭副社長

アメリカ原子力学会前会長

インドネシア原子力庁次官

セッション5r原子カパブリックアクセプタンス上の諸側面』《掴：0⑪～循7：⑪0）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔講演セッション〕

　　　　　議　長　　　長　岡　　　昌　　　日本放送協会解説委員

14：00　「原子力発電所と地域経済社会」

　　　　　　　　　　　笹　生　　　仁　　　日本大学教授
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「安全規制とパブリックアクセプタンス」

　　　　　　T．ロバーツ　　　　アメリカ・原子力規制委員会委員

「放射性廃葉物とパブリンクアクセプタンス」

　　　　　　H．シェーバー　　　OECD原子力機関（NEA）事務局長

「技術開発とパブリンクアクセプタンス」

　　　　　　柴田俊τ　京鰍学搬
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3月13日（火）

セッション竃

エネルギー問題の将来動向と原子力の役割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔講演セッション〕（10：45～17：3⑪）

　二度の石油シ・ックを経て各国は石油依存からの脱却を着実に進め，省エネルギーの徹底

と代替エネルギー源の開発推進に努めてきた。こうした努力は石油需給が緩和基調に転じた

今日でもゆるみなく続けられ，国により開発の状況を異にしているものの，代替エネルギー

源の支柱としての原子力，石炭には大きな期待がかけられている。世界的な低経済成長下で

エネルギー政策の節目にある各国の現況をレビューし，原子力開発の方向を展望する。
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〔セソション1〕

　　　　　　　チェコス震バキアにおける原子力開発の重要性と展望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チェコスロバキア原子力委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S．ハーベル

　チェコスロバキアの燃料と電力供給の確保は，今日では主として，自然条件，事実上国内

自給しうる唯一の化石燃料である石炭の将来の採掘に対する投資見込，燃料輸入，とくに石

油，天然ガス輸入の技術的，経済的見通し，さらに電力および熱生産のための原子力発電所

建設の可能性によって決まる。

　灘青炭やかっ炭の埋蔵には限界がある。鉱山の質の低下や地質学的条件から，とくに露天

鉱，地下鉱とも一層深層採掘が必要となっていることから，技術，投資の問題はますます複

雑になっている。環境保全問題に対する配慮からも，同様のことが言え，歴青炭およびかっ

炭の炭鉱数は減少の一途をたどると予想される。

　従って，原子力はチェコにとって長期にわたって大規模な開発が可能な，必要不可欠なエ

ネルギー源であり，’今後50年間にわたって，一次エネルギー源の確保にとってかけがえの

ない役割を果たすであろう。

　原子力発電所は，2000年までに電気出力バランス，電力生産バランスの決定的な割合，

すなわち，60％以⊥を占めるのであろう。原子力発電所は熱供給にも利用される見込みで

ある。

　チュコは，コメコン諸国との共同計画の一環として，ソ連邦の大々的な援助のもとに原子

力発電計画をすすめている。まずはじめにVVER型原子炉が建設された。　VVERM40型

炉12基の完成後，90年代初期に，VVER－1000型炉の建設の長期計画が開始される見

込みである。

　チェコの産業界は原子力発電計画の実現に大いに関与している。チ訊コの原子力発電エン

ジニアリング産業は原子力発電所の主要コンポーネントを製造する技術を取得したが，その

中にはチェコからコメコン域内の諸国に対する輸出品目となったものもある。チェコの建設

業の可能性は原子力発電所建設に十分にいかされている。

　チェコの原子力発電分野の研究活動の概念と対応する科学，研究基盤の整備はソ連邦との
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協力と密接な関係ができ始めた当初，また他のコメコン諸国間で締結した協定に付記して以

来のものである○

　現在の研究開発課題は以下の点に向けられている。

　　・原子力発電所の計画管理，建設も含めて原子力蘭発に関する制度的な問題

　　・運転の安全性，信頼性，輝済性

　　。放射性廃棄物処理と安全管理の問題

　　・高速炉コンポーネントの開発選定にあたっての問題

　　。燃料サイクルの特殊な問題

　PWR発電所の運転により原子力発電所は安全かつ信頼性の高いエネルギー供給源である

ということが証明された。

　安全性と環境保全には特別の注意が払われている。原子力開発の重要な業務は，原子力安

全政府機構から業務の遂行を委任されているチェコスロバキア原子力委員会の関与するとこ

ろとなっている。
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〔セソション1〕

　　　　　　　　フランスの原子力発電計画一石油危機から10年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス原子力庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　G．ルノン

　1973年の石油危機のすぐあと，フランスや日本のように輸入石油に大きく依存している

国々は急激なエネルギーコストの上昇という挑戦を受けざるを得なかった。各国とも，エネ

ルギーの合理的使用，エネルギー源の分散，自立度の高いエネルギー供給の探究という三つ

の主要目標を指向するエネルギー政策を展開することによって対処してきた。

　分散と自立の潤標に到達するため，フランスは数ある方策の中で1974年に重要な原子力

計画に着手した。10年後にその成果の最初の評価が行われることになっている。結果がかな

り満足すべきものであることは明らかである。1973年の25％に比べて，1985年には40～

45％の自立度が達成される見込みである。目下，目標は1990年に、50％以上となっている。

1973年に国の一一次エネルギー需給の2％を』数えていた原子力発電電力量：は1985年には総

エネルギー消費の20％を越えよう。総発電量に対する原子力発電電力量の割合は1973年に

8％だったが，今日では50％を越えており，1990年には70％を上回ろう。

　石炭火力発電を上回る原子力発電の経済的優位性は，検討対象期間を通じて若干の変動は

あったがいぜん大きな差がある。さらに，化石燃料発電の燃料費が発電コストの大半を占め

ているのに比べると，原子力発電の総コストに及ぼす燃料費の影響が小さいこと（約10％）

から，燃料費はウラン価格変動に対して比較的鈍感なことを思い起こす必要がある。

　原子力発電所の運転は，27基が送電網に組み込まれて以降，平均して3年になるが，順調

なことが実証されており，1983年には時間稼働率は68％近くに達している。この数字は2

年以上運転している13の発電所の75％より大きい。

　このような運転実績，発電所の安全性に響く顕著な事故のないこと，地域行政当局と住民

の協調，原子力発電計画の地元利益や国益に対する住民の認識，さらには国内の化石燃料資

源不足緩和のため原子力への傾斜が必要という考え方が，フランスの原子力開発計画に対す

る世論の支持とりつけを説明している。

　原子力発電計画の主要設定目標に到達もしくは到達間近であることを考慮し，また中期的
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に予想される経済成長率のスローダウンを考慮に入れてフランス政府は1983年7月，款規

発注のペースを調整，フランヌのエネルギー系統への電力，とりわけ産業用電力の編入を促

進し，電力輸出を強化することを決めた。

　フランスは核燃料サイクルの全ステソプに取組んでいる。COGEMAを頂点とするフランス

の鉱業会社の活動は国の分散供給を可能にし，世界市場で強力な立場を築いている。世界の

ウラン生産の約25％はフランス資本の支配下にある。ユーロディフ濃縮工場の運転は非常に

順調であり，最も魅力的な濃縮役務提供を可能にしている。燃料製造分野ではフランスの産

業能力は軽水炉と高速増殖炉の両方の燃料集合体の国の需要を十分賄える。スーパーフェニ

ックス発電所の初装荷炉心は最も満足すべき条件下で製作された。燃料：再処理分野で，COG

EMAのラアーグ工場は1983年に黒鉛一ガス炉，増殖炉，軽水炉といった各種のタイプの炉

で使われた燃料を処理した。後者については221トンが処理された結果，ラアーグで再処理

された酸化物燃料の総生産量は700トン以上となり，世界の総再処理量の半分を越えた。

　これらの成果はいずれもさらに改善されうる。各種の研究開発計画が原子力発電所ならび

に核燃料サイクル施設の稼働率，信頼性，安全性を高めるために進展しつつある。例えば，

発電所の負荷追従性や周波数制御に対する寄．与は徐々に進展しつつある。発電所運転停止期

間の縮少と作業員の積算被曝線量の低減に関連して燃料燃焼度を一層改善するため実験が行

われた。

　プルトニウムの熱中姓子炉利用と転換率を改善した改良型PWRの概念に関して作業が進ん

でいる。核燃料サイクル分野では，ラァーグの新施設の建設が計画に沿って進展しており，

この間放射性廃棄物の長期処分のための研究開発活動が行われている。

　一方，将来技術の開発に向げて活動が展開されている。レーザー光を用いる同位体分離技

術のように先端技術が初期開発段階に達しつつある濃縮の分野がそのケースである。高速増

殖炉の分野では，フランスは高速炉の商業化を指向する勢力を結集するため国際協力の拡大を

提案するイニシアティブをとっている。フランス，西ドイツ，ベルギー，イタリア，イギリ

スの間の政府レベルの協定が1月に締結された。協定は原子炉ならびに燃料サイクルに関し

て研究開発機関同士，民間企業同士，電気事業者同士の特別協定のネットワークへの道を開

いている。このような欧州のパートナーの参画する連携の強化は地理的な排除があると考え
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るべきではない。反対に，これは日本やアメリカのように，この分野にすでに取組んでいる

他のパートナーとの協力に道を開く最初の核心形成として考えられなげればならない。
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〔セツシ・ン1〕

　　　　　　　　　　中国の原子力開発と国際協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国原子力工業省

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　科学技術委員会副委員長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　王　澄　畠

　中国の4つの近代化の推進は新た・な段階に到達した。非常に不均一なエネルギー資源分布

の問題を解決するため，中国は原子力を開発することを決めており，原子力長期計画がまも

なく策定される。現在，泰山原子力発電所，広東原子力発電所，金山原子力熱併給発電所が

エ事予定の建設項目であるQ設謝’は集中的に行われつつある。

　原子力産業を開発するわれわれの基本方針は自力更生を主体としている。外国からの先進

技術の移転ほ歓迎される。外国の順調な原子力発電所建設経験はわれわれにとって貴重なも

のである。われわれは平等互恵の原則に立ち，それらの国々と協力する考えである。一一例だ

が，われわれは原子力発電所の建設に関して：フランスと協力を始めた。

　この数年の間に，中国の原子力工業省と諸外国の機関との間で原子力平和利用に関する科

学技術協力協定が締結された。原子力平和利用に関する交流と協力は徐々に増えている。艮

間の交流活動の効果的な促進を図るため原子力協力には政府間協定が必要なことがこれまで

の実際から明らかになった。

　日本は一衣帯水の関係にある友好的な近密な隣人である。双方は資源と技術のそれぞれに

固有のユーズと固有の優越性をもつ。協力を強化し，一方の強い点を他方の弱い点に埋め合

わせることが必要である。中日原子力平和利用協力はより効果的，包括的であるべきである。
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〔セッション1〕

　　　　　　　　　　アメリカにおける原子力発電一今闘の評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ原子力産業会議会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コモンウエルス・エジソン社副会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　W・ベンキー

　今日の米国の原子力発電は矛盾に彩られている。例証として，大型炉5基が昨年取消され

た一方で，新たに4基の同規模の炉が運転を開始したことを挙げれば十分だと思う。今年は，

さらに13基の大型炉が完成し運転に入る見通しである。とはいえ今年これまでに発表され

た4基の取消しのほかに年末までにさらに何基かの取消しがあるものと思われる。

　米国の電力生産に関する最新の総合データの揃った1982年についてみると，原子力の発

電した電力は，石炭のものより11％安く，石油より55％低廉だった。数ヵ月分については，

1983年の運転に関する比較データが揃っている。原子力発電はその経済的優位性を維持

していると考える。しかし，最新の調査実施以降に運転入りした一部の原子力発電所の価格

が高かったことから，原子力発電の経済的利点はいくぶん狭まったと考える。

　いくつかの原子力発電所が完成し，別の一部が取消される間にも原子力発電の将来性をめ

ぐって公衆の論争は続いている。それは，米国の将来のエネルギ…需要の観点とは離れ，ま

た現在商業運転中の76基の原子力発電所，各種の運転開始段階にある7基，いまだ建設途

上の48基によって目下なされ，また将来もなされると期待される貢献についての認識がほ

とんどないままに広く展開されている論争である。電力需要の伸びの低下，：二桁のインフレ，

過剰の規制が，運転中，建設中ならびに計画段階の発電所にいかに影響を及ぼしたかを述べ

るのが本論文の趣旨である。論文では運転中の発電所がなぜ成功裡に続いているのか，建設

中の発電所がなぜ混迷の中にあるのか，原子力発電の長期展望がなぜ良好なのかを概説する。

最後に論文では，米国だけでなく世界の他の地域でも同様の将来の電力需要を満たすのに大

きな役割を果たすべく格好な位麗に原子力発電をもちこむためにとられなければならない，

いくつかの戦略指針と目標について述べる。
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〔セッション1〕

　　　　　　　　　碕本のエネルギー政策における原子力の役割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飼日本エネルギー経済研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生　田　豊　朗

　第2次世界大戦後における日本のエネルギー政策の変遷は，それを4つの時期に分けるこ

とができる。

　第1期は戦後からユ960年頃までの時期であり，　敗戦によって荒廃した日本経済を復興

するために，石炭の増産が優先的に進められた。

　第2期はig60年代の前半から1973年の第1次オイル。ショックまでの時期であり，

安価で豊富な石油にエネルギー供給の主力を転換することによって，高度経済成長を達成す

ることができた。

　第3期は1973年の第1次オイル。ショックから1979年の第2次オイル。ショックを

経過して最近までの時期であり，石油供給の不安定性，石油価格の高騰によってエネルギー

政策の大転換を迫られ，省エネルギーの推進，石油代替エネルギーへの転換などによって脱

石油政策が進められ，相当の効果を挙げた。

　第4期は，これからの時期であり，私はそれを「複合エネルギー時代」と名付げたいと思

う。すなわち，石油も含めて各種のエネルギーを，それぞれの特性や条件に応じてもっとも

有効に利用できるようなベスト・ミヅクスの形で活用して行く時代を迎えているのである。

　このようなエネルギー政策の変遷の過程において，原子力は第1期の終り頃から実験段階

に入り，第2期に実証段階から商業的実用段階に成長して行ったが，第3期目入ってからは，

石油価格の高騰によって価格競走力を得ただけでなく，供給の安定性がすぐれていることか

ら，急激に脚光を浴びることになった。

　これからのエネルギー政策第4期においては，原子力はさらに重要な使命をになうことに

なるであろう。

　原子力の価格競走力は，最近のエネルギー価格全般の低迷状況のなかで，その優位性がや

や弱まっているようにみえるカ㍉中長期的な展望においても，もっとも悲観的な展望でも依

然として優位性は維持されるものと思われるし，標準的な展望では優位性がさらに増大する
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可能性が大きい。経済的なエネルギーとしての原子力の意義は，今後とも維持されることで

あろう。

　しかし，原子力の意義として経済性以上に重要祝しなければならないのは，その供給の安

定性である。国内のエネルギー資源がきわめて乏しく，石油，石油代替エネルギーを通じて

エネルギ～供給の大部分を輸入に依存しなけれぽならない日本にとっては，この点はとくに

重要である。

　これからの複合エネルギー時代において原子力の役割を評価するに当っては，その経済

性を正しく受けとめることはもちろん必要であり，今後も経済性をさらに推進するよう努力

を重ねて行かなければならないが，それにも増して原子力が本来的に持っている供給安定性

を高く評価すべきであろう。現実的にはありえないケースであるが，仮りに原子力の経済的

優位性が失なわれたとしても，それでもなお原子力は：重要なエネルギーとしての地位を，い

ささかも損なうものではないのである。
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〔セッション1〕

アメリカの原子力政策
アメリカ・エネルギー省

原子力担当次営補

S．ブリューワー
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〔セソション1〕

函ドイツのエネルギー問題（と原子力発電開発の展望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西ドィッ研究技術省

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エネルギー研究技術局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　G．レーア

　西ドイソの原子力平和利用の開発は1955年に始まった。・今日国の電力需要の約21％は

原子力で賄われている。1990年までに原子力のシェアは約35％になろう。原子力利用は他

のエネルギー源と比べて経済，環境上の記録が良好なため一番増えよう。

　原子力利用を拡大するため個々の技術がさらに開発されなければならない。軽水炉にとっ

てこのことは高い稼働率，少ないメンテナンスならびに高い安全基準を意味する。高温ガス

炉と高速増殖炉の開発は優先度の高いものである。高温ガス炉は発電用だけでなくプロセス

ヒート生産周や地域暖房用のポテンシャルのため促進される。

　西ドイツのようなほとんど資源のない高度に工業化した国々ではウランの有効利用のポテ

ンシャルのため高速増殖炉を放棄するわげにはいかない。

　両炉型のラインとも原型炉が建設途⊥にある。増殖炉に関しては欧州諸国（ドイツ，フラ

ンス，イタリア，ベルギー，オランダ，イギリス）の問の緊密な協力があり，将来さらに強・

化されよう。原子力利用に関してより弾力的であるために高温ガス炉技術と同様軽水炉技術

を基にして小型原子力発電所が開発されつつある。これらの新発電所は，高い信頼性，運転

の経済性，設計の簡素化，少ないメンテナンス所要量によって特長つげられる。

　上述の全ての分野の研究開発は産業界で行われるか，州，国の研究機関および産業界共同

で行われる。

　西ドイソの核燃料サイクルは原子力法に基づき政府の役割となっている放射性廃棄物処分

（地層処分を計画）を除けば民間産業で準備されている。

　ウラン濃縮に関しては，ドィッは三国共同のウレンコのパートナーであり，国内初のエ：場

の建設によって2000トンSWUの容量に関与している。当初の容量は320トンSWUであ

り，運転開始は1985年に予定されている。

　燃料サイクルのバック子ンドは原子力発電利用の中核であり・ドイツの政策は「包括使用

済み燃料・廃棄物管理競念」に沿う。この概念は使用済み燃料の再処理を実行可能で安全で
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経済的に妥当な鰐決法として求めている。この技術は長期にわたる原子力供給，とくに西ド

ィッの利用のために必要である。日産2メトリックトン容量の再処理工場建設が1985年に

開始される予定で，許認可申請がすでに進行している。

　使周済み燃料の直接処分は1981年から調査が進行中であり，技術的経済的可能性の諸側

面，考えうる安全⊥の利点を調査している。これは再処理に代る方法とは現在考えられてな

いが，追加すべき手段とあると認められよう。

　廃棄物処理は商業イヒ段階に入っている。

　西ドイツのパメラにある高レベル廃棄物ガラス固化実証工場はig84年末の完成に近づい

ており，1985年宋ホット試験が始まる。

　放射性廃棄物処分に関して2つの計画の調査が進んでいる。特殊な種類の非熱排出廃棄物

の貯蔵所としての前の鉄鉱鉱山コンランドは1989年に開始が予定されている。ゴァレーベ

ンの岩塩ドームは高レベル廃棄物を含めあらゆる種類の廃棄物の貯蔵所と見込まれている。

地下調査がサイト確認のため必要となっている。

　核燃料サイクルのリサイクルに関しては，ドイツはMOX燃料要素の成型加工とその軽水

炉での運転の実証に貴重な産業経験を積んだ。

　全体として，ドイツの核燃料サイクル事業は20年の研究開発と産業経験に基づいている。

廃棄物管理概念の確立は今世紀末までの商業規模の運転につながろう。
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3月14日（水）

セッション2

原子：力潅業の活性化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔講演セッション〕（9；30～12；00）

　最近，世界的に電力需要の伸びの鈍化から一般に原子力発電計画はスローーダウン傾向にあ

るカ㍉こうした中でも原子力産業はこれまでの建設，運転経験の蓄積をもとに原子力発電を

経済性に優れた発電方式として定着させてきた。2000年頃までを展望して原子力産業を健

全に維持，発展させていくための方策を探る。
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〔セッション2〕

　　　　　　　　　　　　原子力発電への期待

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四国電力㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　口　恒　則

　わが国の原子力発電は，利用率が向上し，電力量の20％を供給する代替エネルギ～の中

核となり，今や軽水炉は電源として定着したといわれるようになった。

　今後のわが国のエネルギー源を確保するためには，相当長期間にわたり，軽水炉に大きく

依存せざるを得ないと考えられ，一層の発展が期待される。

　しかしながら，このような期待に応えるためには，従来にもまして，原子炉のみならず核

燃料サイクルの定着化をはかることが必要である。

　わが国における原子力開発の歩みをふり返り，今後の課題について私見を述べることとし

たい。
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〔セソション2）

　　　　　　　　　　　　［NPOと原：子：力薩i業の活性化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ・原子力発電運転研究協会（INPO）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埋事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E．P．ウイルキンソン

　この数年，米国の原子力発電事業の指導層は，原子力発電所の運転の安金性，信頼性，全

般的体質を改善する数々の山回を施してきた。これらの措置は1979年のスリーマイルア

イランド原子力発電所事故で提起された問題点，原子力施設建設に係わる質的な懸念，規則

の順守だけでは考えうる機能を十分に果さないという…般的な認識の結果としてとられた。

　その一環として，発電事業は原子力発電運転研究協会（INPO）を設立した。　1NPOの

目標は，建設の質および運転⊥の安全性，信頼性改善に対する電気事業者の対処を支援する

ことにある。INPOはこの目標に沿うべく多くの計画をもっている。

　その中の…つに活発な国際計画がある。これは原子力の専門技術や経験を世界的規模でプー

ルする財団を準備するため198五年に策定された。日本の原子力発電事業者は電力中央研

究所を介してこの計画に参加している。電中研を通じて，日本はINPOと国際計画に大き

く貢献してきた。その中には2年間にわたる国際駐在技術者計画への技術者の派遣がある。

技術者はこの計画に積極的に従事すること「によりINPOにその経験を分かつととともに，

米国の電気事業者の運転を視察する機会を得る。

　電中研はINPOの「重大事象評価・情報伝達網」（SEE一一IN）にも寄与している。

SEE－INは日本の原子力情報センターと同様な機能を果たす。　SEE－INは工NPOの会

員や参回忌の原子力発電所の運転経験について情報の取捨選択，分析，伝達を行う。電気事

業者はこの情報を運転の改善や潜在重大運転事象の再発を防止するのに役立てる。

　電中研も「原子力ネットワーク」の活発な利用者である。ネットワークはINPOの会員，

参加者を結ぶコンビ凱一タ・ベースの電信システムである。各電気事業者は世界的な規模で

原子力関係老に対して運転の実際や問題点について情報を流すとともに照会を行うのにネッ

トワ・一クをイ吏う。

　近年，多くの電気事業者が原子力発電所従事職員用に二二的な機能本位の訓練計画を作成

し改良してきた。INPOはこうした努力に沢山の計画で報いており，電中研はこれらの計画

一26一



用に作成された資料を受領している。

　電中研は，放射線防護，放射線化学，緊急時対応の分野で電気事業者へのINPOの援助

用に作成された刊行物を受げている。

　INPOは米国で運転中，建設中の原子力発電所の評価を実施している。事情が許す限り，

INPOは米国以外の電気事業者や発電所の特殊な問題を検討する調査団を依頼に応じて

派遣する。

　INPOは’世界的規模で高度の建設の質的管理や安全で信頼性のある発電所の運転に取組，

んでいる。INPOはわれわれの共遮の麹標を達成するため日本の参加者から学びまた援助

する立場にある。
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〔セッション2）

　　　　　　　　　　　　フランスのPWR運転経験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際発送配電事業者連盟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔UN茎PEDE）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス電力庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力安全運転部部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B．メクロー

　フランスは1970年に，77年から83年の間に90万K：W級PWR　27基，うち83年

に4基の運開を内容とする大規模原子力発電開発計画に着手した。

　この2，500万KWの設備容量は83年には1，260億KWHを発電したが，これはフラン

スの総発電電力量の49％，83年末でEdFの熱生産のおよそ70％のシェアに相当する。

27基は82炉・年相当運転され，燃料交換・定検は46炉・年となった。

　運転経験は，これらの炉の信頼性が確立されていることを示しており，特にその稼働率は

国際統計に表われた結果に比べて満足すべきものとなっている。

　経験をフィ…ドバックする複合システムの履行により，シリーズでの生産の効果から十分

な利点を引き出し，安全性に影響する事象から得られた教訓の利点を活用することが可能と

なり，同じ枠組内でメインテナンス計画も改善されてきた。現在，原子炉運転サイクル長期

化を促進する試験が進行中である。

　フランスの発電系統への原子力発電の大きな寄与は日間負荷追従への関身である。83年

夏期には，原子炉運転の新しいモードの利用が電力網に大幅な運転の弾力化をもたらした。
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〔セソション2〕’

　　　　　　　　　　　原子力機器産業の課題と展盟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三菱重工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　末　永　聡～郎

1．　はじめに

　原子力発電は開発スケジ凱一ルの下方修iEが出ているがその必要性は，些かも変わるこ

　となく，我国にとっては，準国産代替エネルギーの中核として一層の安全性・信頼性の確

保と共に経済性の向圭が急務となってきている。斯かる状況を踏まえてプラント機器の供

　給を担当するメーカーの立場から軽水炉を中心に原子力機器産業の課題と展望について述

　べる。

2，原子力発電の定着化から高度化へ

　　軽水炉発電プラントは輸入技術の消化吸収を果たすと共に国産化を達成し，更に国情に

　適合した諸改良策を進める一方箭一ズを先取りした日本型プラントの開発を推進中で，今

　や定着化から成熟の段階に入って来ている。

　　此の様な導入・改良・開発の過程にあって「安全性・信頼性・経済性の向上確保」謂わ

　ば“新たなOptimization（最適化）”への挑戦のために，メーカーとして如何なる対策を

　実施し，今後如何なる方策で臨むかを次の各項についてPWRプラントを中心に展望する。

　　　（1）軽水炉プラントの定着化対策

　　　（2＞原子力発電高度化対策

　　　（3）新型軽水炉プラント（APWR）の開発

3．原子力機器輸出対策

　　原子力機器輸出は我国の輸出産業構造の高度化，原子力産業基盤の強化等の安定化対策，

　並びに平和利用面での途上国への協力等の重要な役割を有している。

　　然し乍ら，当面原子力機器輸出に対するメーカーの立場としては，内外の状況を考慮の

　上，開発途⊥国の要請に従って，慎重に取組んで行きたい。
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斯かる要件を踏まえて次の点について述べる。

　（1）原子力機器輸出上の課題

　（2）今後の対応方針

4．むすび

　　原子カプラントの“新たなOptimization”において，メーカーは機器設備の供給者とし

　て社会的責任があり，此れに応える為，政府や電力の御指導：の下に設計，製作，据付アフター

　サービス等の面で全力を傾注する必要があるが，メーカーとしてはプラントの建設費低滅

　等の諸対策推進の為には，コンスタントな受注が経営⊥の要件である。

　　この意味においてP・A等も含めてなお多くの問題があり，楽観は許されないが，今後

　原子力開発計画が円滑に推進されることを期待して巳まない。

　　以上，軽水炉に関し，メーカーの立場から意見を申述べたが，高速増殖炉から核融合に

　至る新型炉開発については，別の機会に譲りたい。

　　又，核燃料サイクル・バックエンドの開発は我国の現下の最重要課題であることは論を

　またない。これについては次のセヅシ・ンの討議にお任せするが，我々としては政府の指

　導と電力の推進に従ってメーカーの立場で十分協力して行きたいと考えている。
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〔セッション2〕

　　　　　　　　　　　　　建設面からみた原子力発電

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　清　水　建　設　㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大　崎　順　彦

　低成長時代のもとで，原子力産業を活性化するためにはどうすればよいか，このテ～マを

高度化という観点からとらえ，建設面からみた原子力発電の経済性向上について述べてみた

い。

　ここ数年，わが国の原子力発電所は高水準で安定的に稼働しているQこれは，軽水炉の技

術が定着の段階に入ったことを示すものである。にもかかわらず，このところ発電コストは

上昇傾向にあり，このまま推移すると原子力発電の経済的優位が損なわれる恐れがでてきた。

　その原因は建設費の高騰にある。原子力発電はコストの中で資本費の占める割合が大きく，

資本費は建設費に比例するので，コスト低減のためには建設費を低減しなければならない。

　昨年，原子力発電高度化懇談会はその答申で，経済性向上に関する基本方針を示した。’今

や具体的に方策を検討し，実際のプラントにこれを適用していく段階に至った。これが原子

力産業の活性化にとって，当面の急務といえよう。

　建設面からみると，物量が多く工期の長い点に問題点が集約される。このことは，建設費

高コスト化の要因分析によっても明らかである。そのために，まず設計や工法を合理化しな

ければならない。

　そこで，合理化を3段階に分けて実施することを提案したい。現行の規則・解釈・慣用手

法に従うPhasel，現行規制のままではあるが解釈の再検討，手法の合理化を行うPhase註，

最終的にPhase皿では規制の改正へと進む。

　試算によれば，Phase　iの段階でも安全性を損なうことなくかなりの合理化が期待できる

ことが分かった。これは最近とみに進歩の著レい解析技術や，実際の建設経験に裏付けされ

た構法の採用によるところが大きい。Phase∬，皿では，実証データをもとに検討を行って

提案の妥当性を示す必要がある。最新の知見や今楼での経験の蓄積によれば，これとて十分

可能と考えている。この段階では合理化が一段と促進されよう。データを保有する機関が積

極的に協力し合い，このような実証研究を実り多きものとするよう，この機会に提唱したい。
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　標準化の拡大・徹底も建設費低減に大きく寄尊する。昭和50年以来，進められている軽

水炉の改良標準化は，安全性，信頼性の向上に著しく貢献した。

新型軽水炉（ABWR，　APWR）へと進めば，経済性の向上も期待される。また，標準化と舎

理化が組含わされれば，経済性は更に改善されよう。

　このようにコスト低減にとって，技術開発の推進け欠かすことはできないQ建設面からみ

ても，今陵開発すべき重点テーマは少なくない。最も急がれるのは先に述べた耐震合理化に

関する実証研究で，これには地震動，地震応答解析などの項目が含貸れる。ついで，新立地

技術（第4紀層，地中，洋上），工程促進技術（ロボット化，プレファブ化など），廃炉技

術，廃棄物処理・処分技術があげられる。長期的展望に立つと，免震構造の研究も必要であ

る。耐震安全性を定量的に評価し，バランスのとれたプラント設計に役立つ確率論的地震リ

スク評価手法も開発の要がある。この手法は，在来の決定論的評価手法を補う役割を果たす

ものと期待される。

　以上，建設面から原子力発電高度化の一端について私見を述べた。言うまでもなく，原子

力開発の基本は安全性，信頼性，経済性の調和を保つことにある。原子力が引続きわが国の

電力供給の中核的役割を示していくためには，安全性の確保を大前提としながら，官民が協

力し経済性の向上を図ることが，今後の我々の大きな課題と言えよう。
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3月14日（水）

セッション3

核燃料サイクルバックエンドの開発戦略

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔パネルセッション〕（14：30～17330）

　核燃料サイクルバックエンドは高レベル放射性廃棄物の管理と，新たなエネルギー資源

（プルト晶ウム）の生産という二つの側面をもつ。廃棄物については長期的な管理と処分の

具体策を明らかにすべき段階にあり，一方，プルトニウムの本格的利用は高速炉の商業化時

期の遅れなどによって不透明な状況にある。わが国は再処理により圓収ウランとプルトニウ

ムを利用し，高レベル廃棄物は固化貯蔵して処分する方針だが，上述の新たな情勢をふまえ，

長期的な祝野の検討が重要と考えられる。

　諸外国のバックエンド対策と開発の現状，プルト晶ウム利用計画などを題材に総合的な観

点からバックエンドの開発戦略を考察する。
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〔セッション3〕

　　　　　　　　　米團のバックエンド燃料サイクル開発の現状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ・エネルギー省原子力局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用済燃料管理⑤再処理システム部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K．ローオン

　現在，米国では軽水炉燃料用の商業再処理能力を開発しようとする目立った動きはない。こ

の講演ではバーンウェル核燃料プラント関連の進展を含め商業再処理に関するここ数年間の

進展状況を総説する。再処理にまつわる誘因，阻害要因，不透明さについて米国の商業原子

力発電の現況と政策を背爆に簡単に述べる0

　1982年の放射性廃棄物法の成立に伴い，米国では高レベル放射性廃棄物用，又は使用

済み燃料用の放射性廃棄物処分施設の設置が義務つげられている。計画は目下進んでおり，

原子力発電皐業者は基金を積立てつつあり，米国政府は1998年初めには動力炉からの使

用済み燃料を受け入れることになっている。放射性廃棄物計画のもとで実施されている主要

活動の一部についても米国の既存の動力炉からの使用済み燃料の貯蔵の現状と将来展望を簡

潔に述べる。

　クリンチリバー増殖炉計画の取止めで，米国は商用増殖炉の開発，導入スケジュールが大

幅に遅れた。とはいえ，強力な増殖炉開発計画は一部変更して継承中であり，その重点につ

いて概説する、，とくに，増殖炉燃料サイクル技術に関する不断の努力について述べる。
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〔セッション3）

核燃料サイクルバックエンドの開発戦略

S．M．ストーラ…社
社長

S．スト　ラ…

　この論文ではバンクエンド開発の歴史に関し若干の見回しを述べることとする。これがパ

ネル討論の効果的な基調として生かされれば幸いであり，また他の諸氏の経験のレビューも

最近の日本のバックエンド戦略の見直しに役立つものと考える，，

　本文は基本的には，構成要素が極めてユニークながらも一般に世界的な影響力のあるアメ

リカの経験をふり返った一．しでの見解である。論文ではバックエンド開発の方針に大きな影響

力のあった7つの要因を指摘する。これらの影響力の強さは時につれ状況とともに変ってき

ており，こうした変化を定量化するため主観的な試みを行ってみる。

　アメリカでは過去20年の間にバックエンド分野の対処方針や状況に大幅な変化があった。

この変化のパターンをみるためにはバックエンド開発の歴史をいくつかの期間に分けること

が必要であり，論文ではこれを3つの期間に分けてまとめてみた。すなわち，最初の期間は

大いなる期待の時代であり，1960年代の初めから70年代初期までを指す。次の期間は

束縛の時代と位置つげられ，70年代中頃から後半までである。最後の期間は縮少と不確実

性の時代であり，これは70年代の終りから始まり現在も続いている。本論文はそれぞれの

段階について論説し，さらにアメリカに点ける将来の動向について見解を提示するものであ

る。

　このような背景に照して，この論文は原子力発電に大きく依存している国々，とりわけ日

本のバンクエンド活動や計画にとってアメリカの経験が，仮にあるとすれば，どんな適応性

があるのかという問題にふれる。パネル参加の他の国々から発表される見解や報告を見込し

て，論文は発表に引き続くパネルメンバー間の討議事項を提示し，どうしても考慮されなけ

ればならない日本の特殊事情について項目を示す。
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〔セソション3〕

　　　　　　　　　　　　　　　　〔キーノート〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス・コジェマ社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再処理担当理事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C，アイソベリ

　軽水炉燃料の再処理技術は工業化の時代を迎えた。このことはうアーグ施設で達成された

生産と安全性についての実績で実証される。

　この実証技術をベースにして，ラアーグの使用済み軽水炉燃料の再処理能力を増強するた

め拡張計画に着手した。新プラントの特徴とその建設進展状況について述べる。

　イギリスのTHORPと西ドイツのWA－350を含めて，現在および将来のプラント計画

を考察すると，主に1990年代を通じて，欧州とくにフランスで利用できるようになるプ

ルトニウムの量が評価される。建設中，計画中の増殖炉への装荷燃料の所要量が分れば，実

質的なプルトニウムの必要量が明らかになる。混合酸化物燃料の形でのプルト晶ウム利用の

利点を，とくに経済的見地から示す。この分野におけるフランスの計画に焦点をあてる。

　結論として，核燃料サイクル確立の問題に対する世界的なアプローチの利点を引き出す。
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〔セッシ・ン3）

〔キーノート〕

動力炉・核燃料開発事業団

理事

植松邦彦

　日本においては，割吏用済燃料から回収されるプルトニウム及びウランは，圏産エネルギ

ー資源として扱うことができ，この利用によりウラン資源の有効利用が図れるとともに，原

子力発電に関する対外依存度を低くすることができるので積極的に利用していくものとする”

と原子力委員会が定めた原子力開発利用長期計画に明確にその政策が定められている。

　現在，世界の原子力発電の伸びは低迷しており，ウラン資源の需給関係にゆるみが出てい

ることは事実である。しかしながら，資源を持たない日本にとって，エネルギー供給のセキ

ュリティの面からすると，日本国内に存在しない資源はやはり十分なセギュリティを持つも

のとは考えがたい。

　したがって，日本はプルトニウム及び回収ウランの積極利用を促進する立場にあり，これ

を進めているところである。

　すでに，プルトニウム及び回収ウランの利用に関連する燃料の転換技術，MOX燃料加工

技術，高速増殖炉及び新型転換炉・軽水炉による利用の実績などは世界的にみても第一級の

レベルに達するだけの努力が動燃事業団を中心に進められて来ている。転換・加工などにつ

いては残された技術的問題は少なく，現在自動化技術の適用と量産化でコストについても明

るい見通しの得られる時期は近いと考えられる。

　高速増殖炉や新型転換炉におげるプルトニウム及び回収ウランの実用試験はすでにMOX

燃料にして70トンに及ぶ使用実績が積み上げられており，技術的に自信を持てる段階に来

ている。また，軽水炉への利用についても平行して研究開発が進められているところである。

　このように，プルトニウム及び圓収ウランの利用に関する技術は早い速度で積み上げられ

ているところであるが，残念なことに日本ではプルトニウムの供給の絶対量不足がある。動

燃事業団では東海再処理工場の運転に全力を注いでいるところであるが，この工場の運転が

順調になったところで，プルトニウムの供給は不足である。

　この問題を解決するために，動燃事業団の再処理技術の蓄積を有効に利用すると共に，ま
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た，国の行う再処理技術の実証試験をもとに，国内で再処理を行うとの原則に照し，再処理

工場を建設し，将来の再処理需要とプルトニウムの需給に対処して行くことが重要である。
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〔セッション3〕

核燃料サイクルバックエンドの開発戦略

東京電力㈱

常務取締役

豊　田　正　敏

　私からは，わが国における核燃料サイクルバックエンドの現状ならびに課題とこれに対す

る対応の問題について概略申し述べたいと思います。

　まず第一は，使用済燃料の再処理の問題であります。

　ウラン資源に乏しいわが国といたしましては，使用済燃料を再処理し，回収されるプルト

ニウムとウランとを再利用することとし，このうちプルトニウムについては，燃料効率のよ

い高速増殖炉で燃やすことを基本路線としております。

　現在は，わが国唯一の再処理工場である動力炉・核燃料開発事業団の東海工場における再

処理および英仏への再処理委託により1990年目ろまでに発生する使用済燃料の約7割方

の手当てがなされております。そしてその後の使用済燃料の再処理については国内で再処理

する計画のもとに，電力会社のほかメーカ…，商社等関連企業により設立された，日本原燃

サービス㈱の手で動燃事業団東海丁場に次ぐ第2再処理工場建設の準備がすすめられており

ます。

　最近のOECD蓋よびIAEAの「ウラン資源報告書」によりますと，自由世界のウラン資

源確認資源量および推定追加資源量は，合計800万トンと推定されておりまして，かりに再

処理によって回収されるプルトニウムおよびウランを再利用しないとしても，21世紀半ば

近くまでの所要量を賄いうる見込みであります。さらに高速増殖炉の実用化をはかるために

は今後積極的に技術開発に取り組むことと致しましても軽水炉と経済的に比肩するまでには

かなり時間がかかると考えられますので40～50年間は軽水炉時代が続くものと考えられ

ます。

　次に再処理技術につきましては，動燃事業団東海工場の現在までの実績によりますと，

200日稼動として年間の処理容量140トンに対し，1977年9月より今月までの合計処理は，

170トン，年間最大で55トンにとどまっており，信頼性をさらに高めることが必要であり

ます。特に安全規制面における要求の厳しいわが国において，期待される稼動率が得られる
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ためには，技術開発面においてなお一一層の努．力が必要であるものと考えております。

　再処理コスト面におきましても，従来考えられていたよりもかなり高く，現在のところト

ン当り1．5～2億円程度で，国内再処理の場合には，立地環境⊥の諸条件が厳しいため，さ

らにこれを一1二回ることが予想されます。したがって規制面の合理化とコストダウンを指向し

た技術開発がとくに求められるところであります。

　さらにプルトニウムの本格利用につきましては，従来から米国の核不拡散政策との関連か

ら厳しい情勢にあり，したがってプルサーマルの商業化についても予断を許さない状況にあ

ります。

　ただいま申し述べたような状況のもとにおいて，現在わが国では，核燃料サイクルバック

エンドの開発についての見直：しがすすめられておりますが，未だ結論を得るにいたっており

ませんので，以下私の個人的な考え方ということで今後のすすめ方につ．いて申し上げてみた

いと思います。

　今後の再処理のすすめ方といたしましては，信頼性および経済性の確保を大前提としてす

すめていくことを基本といたしまして，

　・　まず第一一に原燃サービス㈱が第2再処理工場の立地手配を強力に推しすすめ

　・　立地手配の見通しがっき次第，原燃サービス㈱において速かに第2再処理工場，使用

　　済燃料プールおよび英仏からの返還廃棄物貯蔵施設の立地手続をすすめ，使用済燃料プ

　　ールおよび廃棄物貯蔵施設の早期完成を目指すことが必要かと思います。

　・　第2再処理工場の建設にあたりましては，信頼性，経済性の確保を目指した技術開発

　　を積極的にすすめますとともに，規制面における合理化につきましても，国に十分な働

　　きかけをいたしまして信頼性および経済性についての見通しを早期に得られるように努

　　めていく必要があります。

　・　また，第2再処理工場の設計にあたりましては，システムエンジニアリングについて

　　海外の協力を得るにいたしましてもハード面を含め国産技術によって設計製作すること

　　が適切かと思います。しかし，このためには国内におけるメーカー体制の整備をはかっ

　　ていくことが必要でありましょう。

　・　なお，再処理によって回収されるプルトニウムにつきましては，高速増殖炉の実用時
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　　期が延びる情勢にありますため，プルサーマルとしてリサイクルを考えざるを得ません

　　ので，実際の軽水炉で確証する技術開発をすすめますとともに，プルサーマルの商業化

　　について国際的なコンセンサスを得るよう努めていく必要があると考えております。

　次に使用済燃料の中間貯蔵について申し上げたいと思います。

　現在，再処理工場は担：界的にみて，容量が不足し，かつ稼動率の低いこともあって，

2000年までに発生する使用済燃料の半分以下しか再処理できないのではないかとみられて

おり，したがって残りは貯蔵することになります。また，核燃料を原子炉から取り出した後，

放射能を弱めることにより再処理を容易にし，再処理コストを下げる必要があることから，

取り出し後，3年ないし7年間程度貯蔵したうえで再処理を行うことにしておりますので，

第乞再処理工場の場合にもこの点を考慮に入れる必要があります。

　この中間貯蔵の方法といたしましては，ドライキャスク，水プール，ボールト等がありま

すが，3，000トンまでならば1ドライキャスク，それ以⊥になると水プールに貯蔵するのが経

済的であると考えられます。

　最後に再処理に伴って発生する高レベル廃棄物の管理，処分の問題について申し述べます。

　高レベル廃棄物の管理，処分をどうすすめるかは，きわめて重要な問題でありますことか

ら，日本においては国が責任をもって行うこととなっております。

　もちろん，処分が必要と．なる時期は，今後40年くらい先と考えておりますが，今日にお

いて処分の見通しを得ておくことが，国民の理解と協力のもと原子力開発を円滑にすすめる

うえにきわめて重要な課題であると．考えます。

　現在の計画では，1995年までに試験地を選定し，現地における諸試験を経て，2015年

ごろに試験処分を開始する予定となっておりますが，原子力開発に対する国民の理解と協力

を得るためには2000年ごろまでには本格処分の見通しが得られるよう計画を早めることカミ

必要でないかと考えております。

　以上，核燃料サイクルバックエンドの問題について概略申し述べましたが，この課題克服

のため，国際的な協調のもとに，官民一体となって取り組んでまいる次第であります。
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〔セッション3〕

〔キーノート〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イギリス．中央電力庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総裁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　W．マーシャル卿

　燃料サイクル・バックエンドの事業は英国では他の諸国と比べ様相を異にして進展してき

た。これは使用済み燃料の長期貯蔵が一卜分できずに再処理を必要とするというガス冷却炉の

原子力発電計画に英国が手を染めていることによる。

　このことは，英国の公衆の論争が核分裂生成廃棄物をガラス固化し，廃棄物の地層内安全

処分を実証する必要性に集中してきたことを意味する。われわれは高速炉でプルトニウムを

利用することをすでに計画しており，かつて考えたより計画の日程が大幅に遅れているとは

いえ計画に変更はない。こうした事柄全般への検討は，原子力発電計画の経験に応じて進展

しており，この論議や政策の展開について過去にたどったとおりに，また今日あるがままを

述べる。
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〔セソション3ゴ

西ドイツにおける核燃料サイクルのバックエンド

　　　　　　　　　　　　　　　　西ドイツ・ニュークリア・サービス社

　　　　　　　　　　　　　　　　（GNS）社長

　　　　　　　　　　　　　　　　K。ヤンベルグ

　ゴア．レ　ベンの西ドイソ初の1500トンドライキャスク貯蔵施設が1983年9月，40年

の操業期間について許可され，その建設が12月に終了した。同じ設計になる新規のアハウス

の1500トン施設は83年10月に建設許可を取得した。

　さらに年産350トンの再処理工場の許認可申請がバッカーズドルフ（ババリア州）とド

ラガーン（ローワー・ザクソニー州）の二つのサイトについて提出された。

　公聴会は84年2月に行われており，申請者である電力会社の子会社DWK：は，許可が84年

か85年には．下りるとみている。

　これらの活動に並行して，西ドイツ政府の要請に応じて使用済み燃料の直接最終処分の安全

問題に関して精力的な調査が行われた。その結果は今年の5月に議会に提出されるが，DWK

から聞く限りでは，暫定報告は，この代替方策の技術的経済的可能性ならびに再処理に比べ

た重要な経済的利点をも指摘することになるとみられる。

　他の問題となる分野は再処理からの廃棄物の処分である。これまでに岩塩層が調べられた

が，その妥当性についてはまだ明確に実証されていない。

　これまでに確実に知りえたことは，5～6年前に行ったコスト試算は上方修正されなげれ

ぽならないということである。高速増殖炉の商業化が来世紀以降まで遅れるとみられるので，

近い将来，再処理が解決策として浮圭してくるかどうかは正に政治的な決断にかかっている。

　しかし，これまで政府機関や電力会社は，たとえ短期の経済性が代替方策を指向するにし

ても，再処埋の道を歩む意向をはっきりと示してきた。
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3月15日（木）

セッション4

原子力国際協：力の新段階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔パネルセッシ囲ン〕（9：30～12：30）

　将来のエネルギー供給の安定のため，アジア諸国では原子力開発の必要性が高まっており，

すでに原子力発電を積極的に推進している国を含め多くの国で原子力の開発利用が具体化し

つつある。これらの諸国からの原子力計画への協力，支援の要請も強く，各国の原子力計画

が健金で着実な発展をとげる⊥で，わが国をはじめ先進工業国やIAEAなどの国際機関の

協力活動がますます重要となっている。

　本セッシ・ンは各国ならびにIAEAの原子力開発利用に関する技術移転等の実績，経験

をレビューするとともに，開発途上国の’今後の原子力開発計画と期待する協力内容，これら

途上国側の開発努力を補完するため，IAEAおよび先進国側が技術援助・協力に果すべき

役割，さらにRCA協力をはじめアジア地域の原子力協力の発展：方策など，今後の国際協力

の課題について幅広く検討する。
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〔セソション4〕

これからの圏際協力の課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島　村　武　久

　（1）今日の世界には大小数多くの国があるが，どの国も存立を続けるためには国際協力を

必要とする。もちろん国際協力にも色々な種類がある。全世界的な協力と地域協力，多国間

協力と二国間協力，政治的協力，軍事協力，経済協力，技術協力等々である。その中で原子

力に関する国際協力とは何であろうか。もろもろの協力のカテゴリーから離れて別に取上げ

ねばならない理由は何であろうか。云うまでもなくそれは放射能という独特の性格に由来す

るものであろう。原子力の最初の利用は，不幸にして原子爆弾であったが，入山の破滅をも

招きかねない原子力の軍事利用を二度と繰返さぬために国際的な協力がなくてはならない。

第二にこの偉大な力を秘めた原子力を人類の繁栄と福祉のために役立てようとする崇高な理

想の実現のためにも国際的な協力が必要である。原子力はまだ新しい分野であって，その知

識と経験は国によって大きな差がある。その⊥これも放射性物質を扱うという理由からもス

ケールの大きな対応を必要とする。各国がバラバラに独自に開発をする等ということは不可

能でもあるし無駄でもある。それだけではない。　1979年アメリカ，スリーマイルズ発電

所の事故は，入身に被害を与えるものではなかったが，全世界に衝動を．与えた。日本に

おいてもPWR型炉の一時停止，点検といったことだけでなく，新しい原子力施設の立地問

題に対して深刻な打撃を一与えた。すなわち，原子力の利用は今日では一国だけの問題であり

得ず，各国共通の問題として国際的協力によって進められねばならないのである。原子力に

関する国際協力の必要性は今後益々増大するであろう。

　（2）世界唯一の被爆国日本が原子力の研究開発利用に乗り出すに当たっては相当の決意が

必要であった。原子力の利用は平和の目的に限るという大方針を宣言するため，原子力基本

法が制定された。そして同じ原子力基本法で定めた基本方針の中に「成果を公開して国際協

力に資する」ということも謳われている。これが日本の姿勢である。以来30年経過して日

本はやっと世界的な水準にたどりつき，世界の注目を集めるようになって来た。それは日本

自らも研究投資も行い一生懸命努力した結果でもあるが，先進諸国の協力によることが非常
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に大きい。先ず最初に日本は若い科学者，技術者を海外の大学・研究所に受入れてもらい知

識の吸収に努めた。民間企業は先進国の企業からの技術の導入を計った。原子炉や関連の機

械も輸入したし，今日でもウラン資源は全部海外に仰ぎ，ウランの濃縮もすべて外国に頼っ

ている。しかし，このようなことが，果たして原子力基本法で謳った国際協力と云えるであ

ろうか。日本が必要とするものを外国とり協力によって得ただげではないか。日本は現在の

地位に適しい協力を世界に向って，特にかつての日本が歩んできた道を今歩いている国々に

対して行うべきではないかとの考え方が生れている。

　もちろん日本が今日まで国際協力らしい協力をしなかったということではない。　1956

年にはIAEAに加盟し，59年にはカナダ原産の天然ウランをIAEAを通じて購入しIAEA

の保障措置を受ける最初の国となった。爾来一貫してIAEAの活動を通じて原子力平’和利

用の推進を支持して来た。その他ENEA（現在のNEA）にも加盟，　NPT条約も国内で不平

等条約であるとめ異論もあったが，核の水平的拡散はもちろん垂直的拡散にも期待して加盟，

IAEAのフル。スコープ・セーフガードを受諾しており，保障措置技術の開発についても

IAEAに協力している。又核融合，高速増殖炉等将来に向っての研究開発についても，　IAEA

或は二国間，多国間の協定に基いて協力を実施している。斯うした日本の協力は今後ますま

す拡大して行くであろう。

　（3）．アジア地域との協力については国際協力事業団を通じての．研修生受入れ等の外，1978

年力㍉らはIAEAのRCAプ・ジ・クトに参加して主として放射繍彌の分野の活動において

些かながらお役に立って来たと考えている。既に多くの方々の御記憶にないことかも知れな

いが，日本は1963年アジア，太平洋原子力会議を主催したことがある。当時日本もまだ完

全に原子力については後進国であり，何とかアジア地域の後進国同志が協力して原子力の平

和利用の恩恵を受けたいという考えで臼本が提唱したものであった。やや機が熟して居らず

一回限りで終ったが，アジア諸国との協力に対する私の熱意は変っていない。ただ今日同じ

アジアといっても事情は著しく異なり複雑である。私見ではあるが，日本としてとるべき対

応と，日本の経験をふまえた各国への希望を述べて見たい。
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〔セソション4〕

　　　　　　　　　　　　　原子力国際協力の新段階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天　野　　　昇

　我が国の原子力国際協力は核融合，新型炉開発，安全性研究等の先端技術の分野において，

先進国との間で活発に行われている。一方，すでに原子力開発で最先進国の一つとなった我

が国が，開発途上国協力においても積極的な役割を果すことが各国から期待されている。

　アジア諸国への協力は，現在はRCAの枠組の中で放射線利用分野を中心に進められてい

るが，今後は研究炉の運転・管理及び利用，さらに原子力安全性研究等の分野における協力

に拡大して行く必要がある。

　1．　放射線利用

　RCA／UNDP討画の中で最大のプロジェクトである放射線プロセシングでは，原研の専

門家が設計し，我が国のメーカーが製作した天然ゴム照射装置（Co－60，22万Ci）は昨

年12月にインドネシアに完成し，順調に運転されている。さらに本年8，月の運開を屋指し

て電子線照射による木材表面加工装置の製作が進められている。これらの活動では，原研の

専門家が長期あるいは短期にインドネシアで指導にあたっており，技術移転がスムースに進

んでいる。なお，原研は協力を一層効果的に推進するため，近くインドネシア原子力庁との

間に放射線利用分野での二国聞協力協定を締結する予定である。

　2．　　　食品貝考ミ一寸

　食糧の確保は開発途上国にとって重要な課題である。日本政府がとくに支援しているRCA

の食品照射プロジェクトは，玉ねぎ，熱帯性果実，香辛料，乾燥魚の照射研究が，原研，食

総研等の指導により進められており，照射効果に関する研究は本年8月に終了するQパイロ

ットスケールで行う第2期計画をどのように進め，実用化を推進する力が今案の課題である。
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　3．　研究炉利用

　アジアの多くの途上国が，すでに研究炉を設置しているが，付属装置の不備，専門家又は

指導者の不足などの理由から，その利用は十分とは言い難い。研究炉はRI製造，放射化分

析などの実際的利用および炉物理，材料照射損傷などの基礎研究に利用されるほか，入材養

成を含め原子力発電導入の基盤を整備するための重要な役割を担っている。これまで，我が

国はこの分野で見るべき協力を行っていないが，今後は研究炉の運転・保守と利用，放射線

防護等について，原研及び大学を中心として，本格的な協力を進める必要があろう。

　4．　安全性研究

　アジアの開発途上圏の中でも，韓国，台湾，インドなどはすでに原子力発電施設を運転し

ており，他の途上国においても原子力発電導入の気運が高まっている。原子力発電の推進に

あたっては，安全の確保が極めて重要である。我が国の安全性研究は国際的にも高いレベル

にあるので，今饅，環境放射能安全，保健物理，放射線防護廃棄物処理処分，軽小炉の工学

安全性研究等の分野で途上国に対し適切な指導を行うことが必要である。

　途上国協力を効果的に進める上で考慮すべき事としては，U）相手国のニマズ，技術基盤の

レベル等を十分に把握し，適切な協力を行うことが必要である。このためにも多国間協力の

みならず，二国間協力を進めることが望ましい。（21途上国では機材の不足が研究開発の進展

を阻害しているケーースが多いので，必要に応じ機材供与と専門家派遣を組合せて実施するこ

とが協力の効果を高める。（3＞途上国にとって入材養成は技術移転の基本的な要件であり，こ

れに協力するために，我国での研修生受：入れ体制の整備を検討することが必要である。
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〔セソション4〕

原子力発電における国際協力上の展望

韓国電力技術㈱

社長

鄭　　根　　i漠

　国際協力をすすめるにあたって重要なことは，その国自身単独で，効率的で，経済的に，

十分な協力を行える圏が，もはや，存在しないということを認識することだ。ますます，相

互依存の度合を深める経済の中にあって，技術先進諸国は，新たな工業国と，相互利益に役

立つ協力をしていかなければならない。

　新しい動力源や医学，工業利用に恩恵をもたらすその原子力技術は，先進国，途上国をふ

くむすべての国々に公平に分配されなければならない。

　原子力発電分野では，原子力技術供給国と受け入れ国の双方は，世界的視野での原子力発

電産業の維持と信頼感の増長，安全性，経済問題，発電プラントの将来一一などの可能性に

したがって，協力してすすめていかなければならない。

　合理的な設計，経済的な原子力発電，改善された運転・保守管理，確立された廃棄物政策，

安定した原子力規制ツステムといったような問題は，国際協力を通しての，より容易な，よ

り合理的な方法で解決されるべきだ。たとえば，原子力安全上での，国際的な委員会のよう

なアイディアは，これから原子力発電を導入しようとする国にとって，実質的な利益をもた

らす。

　原子力技術の国際的アプローチのための，重要で，効果的な方法は，地域協力である。な

ぜなら，地域協力は，参加国の聞での時間の節約や，開発・運転中の原子力発電施設への協

力にあたっての基金が得やすいからだ。原子炉運転訓練，緊急援助，スペア部品の貯蔵，標

準化コードー一などの地域協力は，関心あるスキーム例である。その中で，参加国は，経済

交流などによって，莫大な研究開発投資資金を節約できるQ

　1985年5月，ソウルで開催される第5回環太平洋原子力会議では，以．上にのべたよう

な課題についての論議が行われることとなっているQ

　供給国から受け入れ国への技術移転は，たいてい，受け入れ国自身の技術面での自立問

題と結びついている。だが，増大する世界経済の相互依存性からも，技術上の自立について，
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より広義の解釈が必要である◎相互主義に基づく，技術分野での外交力の発揮は，国産化を

達成することよりも重要だ。この観点から，われわれは，原子力技術開発とその応用，とり

わけ原子力発電分野での国際協力のため，より包括的な実施方法をつめる必要がある。
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〔セッション4〕

アジア地域におけるlAEAの技術協力活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際原子力機関（IAEA）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術協力担当事務次長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　C・ペレツツ・オコーン

　IA・EAの技術協力計画は原子力の科学技術のあらゆる分野にまたがっている。多くの開

発途土国にとって，医学，農業，水理，工業へのアイソトープ・放射線の利用は，原子力の

最も重要な利胴となっている。地質条件に恵まれた国々ではウラン探鉱が関心の的となって

いる。開発途⊥の最も工：業化の進んだ園々にとって，原子力発電はすでに現実のものとなる

か，積極的な検討の対象となっている。IAEAの技術協力費の25％以上は，原子炉技術，

核燃料サイクル，原子力安全に関連する特定の分野の援助に使われている。技術協力の促進

にあたって，IAEAは「供与された援助がいかなる軍事目的を助長する方向にも使用され

ない」との制約を課している。

　世界の地域の中で，アジア・太平洋は全援助額のおよそ4分の1を受けているが，当地域

は原子力エンジニアリング，原子力技術分野の計画の半分近くを占める，10年間にわたっ

て，研究，開発，訓練のための地域協力協定（RCA）は，IAEAとアジア・太平洋の加盟

国の共同作業をもたらした。現在のRCA計画は健康管理，食糧，農業，水理，工業に関与

している。一部国連の出資になる工業計画は，5つの工業利用分野のアイソトープ，放射線

技術の利用を広げ加速する目的で，IAEAのもとに実施されている。

　原子力発電計画への着手を検討している諸国に対して，IAEAは，複数年度の地域間計

画を通じて，エネルギー・原子力発電の計画，立地選定の分野と新しい基礎安全基準の適用

に援助を行うことができる。加盟国からの特別の要請に応じて，原子力発電に関連する様々

な事柄，とくに原子力安全の分野でIAEAは専門家の役務や機器を提供する。また，技術

援助計画の枠内で，IAEAはフエローシソプ，か一ス，科学施設訪問，研修旅行を通じて

訓練活動を催す。1975年以降IAEAは一般的な計画立案から特溺な管理や技術内容ま

で一連の原子力発電の訓練コースを実施してきた。通常の技術援助計画とは別にIAEAの

原子力安全基準（NUSS）計画実施に際して加盟国を支援するため使節団が計画され，ごく

最近では加盟国の要請に応じて，運転安全点検班が運転中の原子力発電所の安全問題を調査
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するため派遣された。

　IAEAは多くの方法で原子力技術の移転に寄与している。25年以⊥にわたってIAEA

は，経験，．情報，資料，機器の移転に際し加盟国間の仲介に重要な役割を果たしてきた。

IAEAの世界的な会員構成は平和な世界における原子力技術の推進に不可欠の要素となっ

ている。
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〔セソション4）

原子：力分野における開発途上團協：カ

科学技術庁

長官富房審議官

堀　内　昭　雄

　我が国は自由世界第2位の経済力を有しているが，貿易，資源，エネルギーその他の面で

開発途上国と深い相互依存関係を有している。このため，我が国は開発途⊥国に対する経済

・技術協力の拡充を，我が国が世界の平和と安定に貢献するための最も重要な方途の一つと

認識しており，その典型的な表れとして，政府開発援助の支出を85年までの5ケ年間に，

過去5ケ年間（76年～80年）の実績約100億ドルの2倍以上とするとの中期目標を掲げ，

その達成に努力を傾注している。

　一力，石油危機は，エネルギー問題が，囲発途⊥国にとって，先進国より以上に深刻な問

題となっていることを明らかにした。このため，経済的かつ中・長期的な安定性のあるエネ

ルギー源としての原子力開発が重要であることが，開発途⊥国においても認識されつつあり，

各国は，開発の程度に差はあるものの，積極的に原子力開発に取り組んでいる。このような

状況から，原子力分野において各国から我が国に寄せられる協力の期待は近年とみに高まっ

てきており，原子力分野は我が国の途上国協力の中で次第に董要．な分野となりつつある。

　我が国としては，前述した途上国協力の拡充により世界の平和と安定に貢献していくとの

基本方針にたって，原子力先進国として積極的に途⊥国協力に今後取り組んでいくべきこと

は言うまでもないカ㍉更に原子力発電が各国において広範囲に利用されていくにつれて，原

子炉事故等が万が一起った場合には我が国を含む近隣諸国にも多大の影響があること，ある

いはこれら開発途⊥国の国際場裡での発言力が強くなっていく中で，我が国との相互信頼関係

が重要となってくると考えられること等から，原子力分野において途⊥国との関係強化を図

ることは，我が国の原子力開発利用を円滑に進めていく上でも大きな意義があると思われる。

今後，我ヵ油が原子力分野の途上国協力を積極的雛めていくにあた。て，：重要なポイン

トと考えられるのは，以下の諸点である。

　まず第1に，協力は平和目的に限定して行われるべきことである。我が国は原子力基本法

により，原子力開発を平和目的に限定して行うこととしており，諸外国との協力においても
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この原則は維持していく必要がある。その際は，核不拡散に対する配慮は国際的に広く容認

された適切な棊準に従って行われるべきであろう。

　第2に協力は，できるだけ長期的な観点から行われるべきことである。原子力は，高度か

つ大規模な科学技術であり，その健全な発展のためには，幅広く，確固たる技術基盤，経済

基盤を必要とする。そのような基盤なしに早急な原子力発電の導入を図ることは，むしろリ

スキーなことであると言える。途⊥国が自ら，自国のエネルギ～事情，科学技術水準を踏ま

えて，長期的な原子力開発計画を策定し，それに沿った形で我が国からの協力も行われるこ

とが理想的であるが，少なくとも協力が場当たり的なものに終らないよう，我が国も，協力

受け入れ国も長期的な観点にたっ・て，適切な協力計画を策定していくことが重要であろう。

　第3に，協力の内容としては，入材交流に特に重点を置くべきことである。途⊥国にとっ

て，単に技術や資材の移転を受けるのみではなく，その技術や資材を十分に活用できる入を

養成することが重要である。また，我が国が途⊥国との協力を円滑に進めていくためには，

入材交流を通じて，お互いの理解を深め，信頼関係を築いていくことが重要である。こうい

つた点から，今後の入材交流は，技術移転を目的とした研修生の受け入れや専門家の派遣に

とどまらず，指導的な立場にある技術者の柏互訪問や政府要人レベルの交流なども含めて，

質，：量ともに拡充していく必要があると思われる。

　以上，今後の原子力分野の途上国協力を進めるにあたって重要であると思われる点を述べ

たカ㍉現状の我が国の途上国協力の体制は必ずしも十分なものではない。厳しい財政事情の

中ではあるが，’今後官民の関係機関がより緊密な連係を保って，効率的な体制整備を行って

いくことが望まれる。また，途一ヒ国側にも，我が国からの協力を強化していくためには，単

に要請を行うだけではなく，自己努力の強化と自己責任原則の確立が必要であることを認識

していただきたい。
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〔セッション4〕

カナダの原子力技術移転の経験

カナダ原子力公社

筆頭副社長

G・ボン

　原子力発電計画の利点は信頼性のある低廉なエネルギーの供給のみにとどまらない。包括

的な原子力発電計画は，発電プラントの設計，製作，建設や関連する研究開発を通じて様々

な経済分野に影響を及ぼす。このため，原子力関連技術の移転は，原子力未導入国の原子力

発電プラント取得にあたって，しばしば大きな要素となる。

　天然ウラン燃料重水減速炉型のCANOUは，原子力末滋入口に対していくつかの利点を提

供する。原子力計画の草創期に確固とした大規模な産業基盤のなかったカナダが，独自の原

子力産業を発展しえたのはこの炉型によるものである。

　独自の原子力産業の確立にあたって得た経験や国内外での長年にわたる技術移転への係わ

りは，円滑な原子力計画の推進に不可欠な技術移転の範囲や手順を理解し，促進するのにユ

ニークな立場にカナダを立たせた。カナダ原子力会社（AECL）を通じて，カナダは全磨子

力産業の主だった経験を個々の国のニーズや能力に応じて作成される計画の中に生かすこと

ができる。

　論文ではCANDU導入諸国への原子力関連技術の移転の経験について述べ円滑な技術移

転に不可欠な原則と要素を説明する。設計とコンポーネント製造が簡素なことや，カナダ技

術が取得しやすいことを特長とするCANDU炉は，ほとんどの中進工業国や発展途⊥国の

製造能力内にある。CANDUは，その天然ウラン燃料サイクルと結びつけ』られれば，どの

国にも原子力計画の自立の展望をもたらす。
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〔セッション4〕

　　　　　　　　　　　　　　　　〔キ～ノート〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ原子力学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L，M．マンソィング

　原子力発電は向こう何年間42母国の：重要なエネルギー生産源になると期待される。この

ことは今日の活動水準からは著しい変化であり，向こう何年間あらゆるところでいかに最善

を尽して公衆の原子力安全を確保するかという問題を提起する。

　各国は公衆の原子力安全について各々の基本的アプローチの展開を図ることができるが，

世界の人々を十分保護するアプローチは，技術的問題が国家聞にまたがるので国際協力に基

づくべきである。

　国家間にはそれぞれの原子力平和利翔の経験に相違がある。しかし，ほとんどの原子力技

術先進国は他の諸国との協力を条約で引受けており，このため条約への全加盟国は原子力平

和利用の恩恵を受けることができる。

　どこの原子力発電の問題もあらゆるところの関心事となる。このようにして新参の原子力

発電諸国は最良の技術概念を望み，先進原子力発電諸国はその専門技術の供与にあたって最

大限に役立てられる。

　研究の重複は高くつき，一部最優先関心事が存在する部分でのみ望ましい。従って，可

能な部分では，国際協力は世界中から最善の科学技術の考察を寄せ集めることができ，研

究の重複が避けられ，全原子力発電国が主要な原子力問題に貢献し，分配する機会が与えら

れるQ

　国際原子力学会グル…プは，国際原子力安全委員会の設置を勧告する委員会を任命した。

現在，国際原子力委員会は公衆の安全にとって重要な原子力問題に関し，国際的に広範な協

力が得られるようにするため，この問題についてさらに調査を進めている。
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〔セッション4〕

　　　　　　　　　　　　　原子力における国際協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　インドネシア原子力庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次筥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M．　リドワン

　20世紀後半の一般的現象として，開発途⊥国が最新技術の利用及び工業化によって先進

国との格差を縮めようと努力を傾注してきたことが挙げられる。一般的に開発途上国は，多

くの入口をかかえ，生活水準も低く，天然資源は豊富であるが科学技術が遅れている。これ

らの国々において，工業化計画によって国民の生活水準を暗面させることは，科学技術力の

不足のために極めて高度な課題である。

　特にそれほど開かれていない原子力分野のような最も機微な分野においては，先進国から

開発途⊥国への技術移転は期待されるほど円滑には行われていない。　しかし，　最近では

IAEAやUNDPのような国際機関の強い呼びかけや，強力な二国間協力等により事態は改善

されてきている。

　インドネシア原子力庁（BATAN）は1958年に設立され，その主たる目的は，インドネ

シアにおける原子力の研究及び利用を，インドネシア国民の安全，健康維持，福祉のために

推進し，規制し，調整することにある。

　これら主たる目的に基づき，BATANはウラン資源探査，採掘，製錬，精製，冶金，原子

力機材，計装品の製造，原子炉の安全に関する分野等にわたって，インドネシアの原子力開

発利用計画を進めてきた。さらに，西暦2000年ごろには原子力をインドネシアの一つの

エネルギー源として利用すべく，原子力工学の計画についても推進している。

　放射性同位元素の製造及び利用に関する計画もまた，早期に成果のでる計画として多大の

関心を集めている。

　原子力に関する科学技術が不十分なこと，また原子力分野における熟練技術者の入材不足

のため，多国間，地域内，また二国間の国際協力が原子力に係る計画の推進に不可欠となっ

ているQ

、多国間協力に関して言えば，IAEAやUNDPを通して展開されている。それは，専門家

派遣，研修員受入れも含む技術支援の形態で，様々な分野で必要性に応じなされている。地
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域内協力についてもRCA及び地域内協力計画のもとで，やはりIAEAを通じて推進され

ている。

　様々な分野における二国間協力も，ヨーロッパ，アジア，そしてアメリカの多くの国々と

成立している。

　熟練技術者が増加してくるにつれて，研究開発基盤も確立しつつあることから，インドネ

シアは，将来の国内の電力源としての原子力利用を目標として，多数の原子炉メーカーと商

談を開始しているところである。この中でも，技術移転の要因を踏まえ選択がなされる。

　さらに我々の経験から原子．力の他の利用分野に加えて，原子力安全性，緊急時支援，放射

性廃棄物処分の分野での国際協力を推進することが必要である。
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3月15日（木）

　　　　　　　　　　　　　　　　セッション5

原子力パブリックアクセプタンス上の諸側面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔講演セッシ闘ン〕（14：00～で7：⑪0）

　エネルギーの安定供給確保や原子力発電の必要性は社会的にかなり認識されるようになっ

た。しかしながら原子力開発に対する国民の理解はいまだ十分ではなく，合意形成を図るう

えで多くの課題を抱えているといえる。とこでは，今臼的視点に立って，原子力開発を地域

経済，安全環境等様々な側面からとらえ，原子力に対するパブリックアクセプタンス促進の

一助とする。
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〔セソション5〕

　　　　　　　　　　　　　原子力発電所と地域経済社会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　本大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教授

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　笹　生　　　仁

1，原子力発電所立地政策は，いまいろいろな面で点検期を迎えている。

（D　かなりの立地実績が積まれている。

　　。東海発電所の運開：1966年（18ケ年経過）

　　・立地存点16地点のうち，3地点建設終了，8地点増設工事中，5地点新規建設工事・

　　準備中

　　・電源三法の公布：1974年（10ケ年経過）

（21近年エネルギー事情が大きく変化してきた。

　　・電力需給動向の緩和基調

　　・原子力溌電所コストの合理化要請

　　・原子力発電ッステムの高次化

（3）地域振興問題など量的拡大から質的充実へと基調が変化しているQ

　　。内発型地域振興方式の一一般化

　　・行財政改革の緊要性

2，原子力発電など大規模さ投資による地域社会の変容は施設投資の規模，内容にまず依存

　するが，具体的な現れ方は地域の地理的条件や開発への意欲，働きかけなどにより多様な

　態様を示す。

　（1）変容の現われ方

　　。発表段階，建設段階，操業段階

　　・投資特性，地域特性，変容特性

　　・必然的効果，内発的効果

　（2〕福島第一，美浜，玄海3地点における実態調査による知見

　　。とくに影響の顕著な直接的な領域

　　　立地集落，建設事業関連，地方財政
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　　。生産連関的波及の進捗

　　　やや間接的であり，部門的，地域的な相違もある。また，地元自治体や地域住民の内

　　発的工夫による増幅効用が注目される。

　　・総括的な所見

3．地域振興の確かな方向は地域自らの発展への意欲と英知，協動に依存する。

　原子力発電所立地々域の場合においてもその例外ではない。これからの電源立地政策は，

　上記の観点からそれぞれの地域特性に即して地域振興計醐的な接近を強力に推進すること

　が望まれる。

（1）原子力地域の特徴的な計画課題

　　・建設に伴う激動への長期にわたる計画的対応

　　・相当額の財源が裏付られる一面，時限性克服の配慮

　　・開発シードを発掘，他の一般的な地域振興諸施策の組入れなどによる多様な開発機会

　　　の構築

（2）計画立案の基本的な骨組み

　（3）地域振興運動のすすめ
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〔セソション5〕

〔キーノート〕

アメリカ・原子力規制委員会

委員

T・ロバーツ

　米国原子力規制委員会（NRC）は，20年以上にわたり原子力産業を規制してきた旧原

子力委員会（AEC）の後をうけて，1974年議会の法律制定にもとずき設遣された。

　NRCは産業界の規制機関となり，…一方，原子力の非軍事利用におげる政府の開発と促進

の役割は，現在，エネルギー省（DOE）が担っている。

　1974年のエネルギー機構改．革法のもとで，NRCは公衆の健康と安全の確保および環境

の保全を目的として原子力産業の規制を行っている。また，NRCは核物質や原子力機器の

輸出，独占禁止法の順守という国の安全保障に係わる事項についても関与している。

　「多重防護」と呼ばれるNRCの安全の考え方は3つの明確かつ相互に補完し合う防護レ

ベルからなる。第1は最小限適確な安全余裕度以上の保守的設計であること，第2は機器，

コンポーネントの予想される故障の影響を防止するバンクアップの機器とシステムをもつこ

と，第3は起こりそうもないが，しかしあり得る事故シナリオを防護する特別な設計土の特

質をもつことであり，その目的はあらゆる場合に適切に達成し得る程度に事故を防止し，実

際に起こるかも知れない事故の影響を軽減することである。

　NRCは原子力発電プラントの建設，運転許認可，基準の公表，許認可した活動を規制す

る規則や条例の発行および検査・執行活動を通して課せられた目的を達成してきた。また，

NRCはあらゆる規制業務を支援して広範な研究に出資している。

　米国の原子力発電プラントの許認可は2段階のプロセスからなる。最初に，原子力発電所

を設置しようとする電気事業者は建設許可を受けねばならず，次に，プラントが完成間近と

なったときに，運転認可を申請する。公開ヒアリングは法律にもとずき，建設許可段階で行わ

れる。約40年の運転期聞中，原子力施設はNRCの管轄の下で定期検査を受け，　NRCが

必要とみなすすべての新たな要件に従うこととなる。NRCの規制に違反する許認可取得者

は罰金を課される。

　現在，NRCは個入ならびに社会全体が原子力発電プラントの運転により生命および健康
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に対し付加的なリスクを負うことがないような防護レベルを求めた，明白に定義できる安

全目標の適否について検討している。この目標は規制により受げ入れることのできる低い

レベルのリスクを示す特定の数値で．公式化されるものである。

　国際分野においてはNRCは21ケ国と安全情報を交換し，原子力の輸出入の認可および

国際原子力機関（IAEA）の核不拡散への努力にも参加している。
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〔セソション5〕

放射性廃棄物とパブリックアクセプタンス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　OECD原子力機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H．シエーーパー

　放射姓廃棄物の処分は原子力発電のパブリックアクセプタンスの妨げとなる非常にやっか

いな問題の一つとなっている。倫理上，機構上，技術上の重要な問題を含め長寿命廃棄物の

管理が長期にわたる解答を必要とすることは，現代の意思決定者が処分の安全性について

「絶対」の確かさのないままに，とり返しのつかなくなる恐れのある決定を今日行うのはさ

し控えるべきだとの論議に一脈通ずる。

　一方，　「技術的には問題はなく」，またいくつかの満足すべき暫定貯蔵法があるので，技

術的見地からは，高レベル廃棄物の最終処分について性急な行動は必要ないとする点で専門

家の明快なコンセンサスがある。

　国別にみると，当然予期されるとおり，処分問題は緊急の度合を異にして扱われている。

…部OECD諸国は長寿命廃棄物や使用済み燃料の最終地層処分計画を目下推進中であり，

他の諸国は最終貯蔵の開発を直ちに進めるか否かの決定を後日までもちこすことを決めてい

る。さらに一部の国々は自国の原子力発電計画の推進に先がけて廃棄物問題の満足すべき総

合的な解決が図られることを条件としている。

　こうした背景とは裏腹に，一部の国では廃棄物問題が未解決のままになっているとの認識

が公衆にあり，それによって原子力発電のパブリックアクセプタンスが妨げられつつあるの

も事実である。

　この問題の解決には，この問題の長期の制度，規制，技術，経済上の問題が適切に伝えら

れてきたというこの問題に対する公衆の理解および究極的には人聞も自然生態系も廃棄物管

理に採用した解決方法から受け入れ難い損害をこうむらないことについての十分な信頼感の

蓄積のいずれもが必要であるため，問題解決は国内社会，国際社会に対して実質的な取組を

うながす。

　論文では，放射性廃棄物処分の技術的経済的可能性や安全性について公衆の信頼を積み上

げるのに効果的に寄与するこうした国内的，国際的な努力，実績についてふれる。
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〔セッション5〕

　　　　　　　　　　技術開発とパブリックアクセプタンス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教授

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　柴　田　俊　一

1．最近の科学技術は総じて両刃の剣の性格をもっている。人類に利することも，又害を及

　ぼすこともあり得る。原子力はその中でも最も顕著な例である。研究開発にあたる者は常

　にこのことを認識し，自らを律することが第一に大切である。しかし，中には「よいこと，

　ためになることをやるのだから反対するのはげしからん」という姿勢，態度が往々にして

　見られる。これは一般の人達の素朴で，重要な心配・懸念にこたえるものとは言えない。

2，…般に，研究開発は失敗を何回も：重ねてそのあとに成功するものである。　必要以上に

　「安全」を強調するあまり，　「安全」とは直接関係のない，失敗までも「絶対に」致しま

せんと約束するようでは，研究開発にあたる資格はない。率直セ科学的な説明を行い，最

善の努力を約束し，．それを誠実に実行するための体棚を確立することが，社会の信頼を得

　る方途であると考．える。

3，原子力の開発や研究は必要で，賛成であるが，自分の住居の近くに，施設を建設するこ

　とには賛成し難いという人が多い。これらの入々に対しては，とくに積極的に説得の努力

　をする必要がある。

4，わが国では，推進側も反対側も外国での研究成果を根拠に議論していることが多い。こ

　れが混乱の一因であり，独自．の研究開発・技術開発を必要とする所以でもある。

5，筆者はこれまで，幾つかの研究開発の生々しい現場にかかわってきたが，それらの経験

　のうちの代表的な例を分析し，今俵の道を探りたい。

麟　　　　　響

鞍雛騰1
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大会報文集（発表原語）ご希望の方は，電話またはハガキにて昭和

59年3月30偵（金）までに下記宛お申し込み下さい。

実費にて頒価いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　　　　甲茎05　東京都港区新橋1－1一董3

　　　　　　（社）日本原子力産業会議　企画室

　　　　　　　　電言舌．　03（508）2411


